
Ａ－１ 空き家活用相談体制整備事業 

事業主体  山形県空き家活用支援協議会  

対象地域  山形県全域  

事業概要  

・山形県全域を対象とした相談体制を、県、住宅供給公社、宅建協会、全日本不動

産協会、建築士会、弁護士会等と連携して整備。 

・宅建協会の本部・11 支部、全日本不動産協会の本部・3 支部の計 16 箇所に相談

窓口を設置し、全県の相談に対応。 

成果計測指標  

（相談対応件数） 

空き家所有者本人及び 

その家族等からの相談件数  

空き家利用希望者  

からの相談件数  
合計  

平成 26 年度の実績  － 件  － 件  －件  

事業期間内の目標  １００件  ３０件  １３０件  

本事業期間内の成果  

（H28 年 2 月 26 日時点） 
１４１件  ２５件  １６６件  

 
１．事業の背景と目的 

山形県では、空き家総数が 4 万 6 千戸で空き家率 10.7％と全国平均 13.5％と比べれば低

いものの、空き家の増加率（昭和 63 年から平成 20 年まで）では、山形県 5.7 ポイントと、

全国平均の 3.7 ポイントを上回って推移している。  
特に、別荘・アパート・売却用住宅等を除いた長期間無人の一般的な空き家は、平成 20 年

と比べて 2,000 戸増加し 22,200 戸となっており、今後、東日本大震災による避難者の減少

等もあり、空き家の増加が見込まれている。  
このため、空き家の所有者及び住み替え希望者に対する相談体制を整備して、空き家の発

生抑制と中古住宅の流通を図ることを目的に、官民協働による的確で迅速な助言等ができる

相談窓口を設置することとし、平成 26 年に公益社団法人山形県宅地建物取引業協会、公益

社団法人全日本不動産協会山形県本部、住宅供給公社及び山形県で組織する「山形県空き家

活用支援協議会」を立ち上げた。  
新設する相談窓口は各不動産関連団体の本部・支部合わせて県内 16 箇所に設置されます。  

昨年度は、相談員研修に必要なマニュアルの原案を作成するとともに、ホームページなどに

よる情報提供に必要な調査を行った。  
2 年目となる今年度は、相談員研修会を開催し空き家相談窓口を開設し、またホームペー

ジや啓発チラシにより情報提供並びに普及啓発を図る。  
 
２．事業の内容 

（１）事業の概要 

１）相談業務に必要となる基礎情報調査 

①地域のサービス提供事業者の実態把握 

昨年度調査した業者リストの修正や費用の改定などについて、関係団体へ聞き取りを行

ない地域別・事業者別の一覧表を整理した。  
特に、昨年度実施した調査で不足していた管理サービス業務に関しては、県内のシルバ

ー人材センターや不動産事業者等に対し追加の調査を実施した。  
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②市町村の相談窓口・支援制度の調査 

空き家関連の担当課など組織体制の変更や、支援制度の追加・拡充等について調査を行

ない一覧表を整理した。また、市町村の組織体制についは相談員マニュアルの行政相談窓

口一覧として掲載した。  
 

２）相談員の研修・育成 

①相談員マニュアルの作成 

基礎情報の追加調査や取次ぎ先との最終的な調整を図り、窓口での相談対応や専門相談

先への取次ぎの流れ・方法、相談受付シートの作成方法、Ｑ＆Ａなどを主な内容とした相

談マニュアルを作成し、相談員及び取次ぎ先の専門団体・市町村担当者等に配布した。  
また、相談から解決まで時間を要する複合的な相談への体制や対応フローについて、協

議会専門部会で調整を図った。  
 
②相談員（空き家窓口・行政の担当者等）向け研修会の開催 

   作成した相談マニュアルに基づき、不動産団体の相談員や取次ぎ先となる専門団体及び

行政担当者を対象に研修を行った。  
研修会では、県内の空き家の現状と課題についての説明や先進事例の照会なども含めて

スキルアップを図った。  
 

３）空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

①ホームページによる所有者等への情報提供 

昨年度作成したＷｅｂサイトマップを踏まえてホームページを開設し、相談窓口の案内

や相談手順、空き家情報（関係団体や市町村空き家バンクとのリンク）、事業者リスト、空

き家に関するＱ＆Ａなどを掲載し、所有者等への情報提供及び普及啓発を図った。  
また、啓発チラシ等をＰＤＦでダウンロードできるようにして活用を図った。  
 

４）相談事業の実施 

①相談業務及び関係機関への取り次ぎ業務 

   協議会メンバーである二つの不動産団体の本部・支部の計 16 箇所に相談窓口を設置し、

電話・面談等での相談業務を実施した。なお、専門相談については対応機関への取り次ぎ

を行なうと共に、支援制度情報や苦情については市町村と情報を共有し連携を図った。  
 

②出張相談会の実施 

   市町村が実施する空き家相談会への専門相談員派遣については、今年度開催予定がなく

派遣することができなかった。このため、来年度の開催に向けて県関係課と連携しながら

文書照会を行った。  
 

③相談内容のデータベース化と相談対応の検証 

相談窓口の相談内容・結果については、週ごとに協議会事務局が報告を受け集計を行っ

た。集計結果については協議会メンバーに随時報告するとともにデータの管理を行った。 
また、相談者にアンケートを実施し、相談対応の課題等があれば改善・要請等を行うな

ど相談窓口の充実を図った。  
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④窓口の周知 

相談窓口一覧や相談内容、お知らせ（特措法の施行、空き家関連の各ホームページ等）

などの周知チラシを作成し、相談窓口や市町村（公民館等含）、県総合支庁等に配布した。  
また、市町村の納税通知書に同封を依頼するとともに、県・市町村の広報やホームペー

ジなどを利用して周知を図った。  
 

５）その他相談体制の整備効果を高めるために必要と思われる事業 

①相談を通じた活用促進等の解決策の検討 

継続的に相談窓口の活用を促進するために、地域における空き家活用方法や流通促進策

など、空き家対策の有効な施策について検討会を設置し、活用施策や方向性などについて

検討した。  
 

②ホームページに掲載する空き家の活用可能性調査の実施 

今年度の相談案件では調査対象案件がなく未実施であったが、今後も必要に応じて対応

していく予定。  
 
（２）事業の手順 

交付決定（6 月 10 日）から事業終了までの間の事業の内容と手順を、以下のように進めた。 

 
対象事業  細項目  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  1 月  2 月  

1)相談業務に必

要となる基礎

情報調査 

地域のサービス提

供事業者の実態把

握 

         

市 町 村 の 担 当 窓

口・支援制度の調

査 

         

2) 相 談 員 の 研

修・育成 

相談マニュアルの

作成 
         

相談員向け研修会

の開催      ●      
3)空き家等の所

有者への情報提

供に資する資料

等の作成 

ホームページによ

る所有者等への情

報提供 

         

4)相談事業の実

施 

相談業務及び関係

機関への取り次ぎ

業務 

         

出張相談会の実施     △       
相談内容のデータ

ベース化と相談対

応の検証 

         

窓口の周知          
5)効果促進事業 相談を通じた活用

促進等の解決策の

検討 

    

●  

 

●  

 

●  

   

●  

ホームページに掲

載する空き家の活

用可能性調査の実

施 

         

  

管理サービス追加調査  

県内 4 ブロック 山形市内  

自治体と実施に向けた協議  

アンケート調査  

検討会（懇談会と二部構成） 

報道機関への周知   周知チラシの作成   ＨＰ掲載   

今年度、相談物件のうち調査を必要とする案件無  
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（３）事業内容 

１）相談業務に必要となる基礎情報調査 

①地域のサービス提供事業者の実態把握 

昨年度、県内で空き家の管理代行サービスを実施している民間事業者（不動産関係）に

対してサービス内容や料金、サービス地区等の調査を行ったが、今年度も引き続き調査を

実施し費用の改定や条件等を整理（修正）した。 

 また、県内 25 箇所のシルバー人材センターにおける管理サービス内容を追加調査し、上

記修正資料とともに各相談窓口に配布・情報提供に努めた。ただし、現時点での空き家に

関する建物管理サービスの実績はなかった。 

昨年度調査において管理代行サービスを実施している業者数が県内 7 地区で 104 社であ

ったが、今回の調査では 13 社増えて 117 社が実施している。ただし、実績があるのは 2 割

程度で主に定期巡回サービスを行っている。 

本調査では、「火災保険の加入」をサービス提供条件としているか調査項目を追加した。 

 
表 1 宅建業協会の管理サービス調査様式 

【記載例】 

市町村  事業者名  住  所  電話番号  ｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰ サービス料  付加条件  実績  ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ 

村山地区    49 社  

山形市  （株）○○ 山形市○○町  023-600- 定期巡回  3,000 円/回  火災保険

加入  

5 件  山形市  

天童市  ○不動産  天童市△１丁目  023-630- 定期巡回  

除草  

3,500 円/回  

見積り 

火災保険

加入  

3 件  天童市  

東根市  

 
表 2 シルバー人材センター管理サービス内容一覧（県内 25 箇所） 

仕事内容  特記事項  
参考価格（単位：円）  

摘要  
1 日  半日  時間  左記以外  

除草作業  
手作業   4,752 

～7,600 
2,376 

～4,354 
737 

～1,012 
  

機械刈り   7,350 
～11,660 

3,967 
～5,830 

880 
～1,472 1,720 

清掃作業  
屋内   4,752 

～7,040 
2,376 

～3,520 
750 

～1,130  

屋外   4,752 
～7,232 

2,376 
～3,616 

770 
～960  

除雪作業  

対 象 条 件

有  
 6,798 

～12,000 
3,399 

～6,000 
1,000 

～1,651 792 

対 象 条 件

無  
 1,398 

～12,656 
699 

～6,328 
233 

～1,694  

庭木手入れ・剪定   7,458 
～11,008 

4,400 
～6,335 

1,030 
～1,474 1,130 

雪囲い（樹木・住宅）   6,350 
～9,050 

3,399 
～6,335 

885 
～1,470 1,130 

 

管  理  建物管理  
一般住宅

の空き家

管理  

1 年  1 月  1 日  左記以外  摘要  

168,600 12,050 1 回 2,000 1 時間 770 
内外清掃  
除雪、除草

等  
※上記価格は居住している家屋を基準に設定した価格であり、  

長期空き家の場合は実施を含めて各シルバー人材センターへ確認が必要。  
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②市町村の相談窓口・支援制度の調査 

現時点では「ワンストップ窓口」を設置している市町村はなく、表 3 のとおり、多くは

適正管理と空き家バンクの 2 つの窓口が設置されている。 

表 3 市町村における空き家の活用・管理等の担当部署と支援制度等の一覧 

地区  市町村
名  担当課係  

空き

家バ

ンク  

移住  
(定住 ) 
支援  

空き家の活用・除却等の支援  

活用  改修  除却  その

他  

村
山 

山形市  管理住宅課住宅整備係   ○    ○   
上山市  建設課都市計画グループ   ○    ○   
天童市  建設課建築指導係  ○  ○      

山辺町  住民税務課固定資産税係（管理） 

政策推進課企画情報係（バンク）  ○  ○   ○    

中山町  総務企画課企画財政グループ  ○  ○      

西
村
山 

寒河江市  建設管理課建築住宅係  ○  ○   ○    

河北町  環境防災課防災係（管理） 

都市整備課管理係（バンク）  ○  ○   ○    

西川町  総務課危機管理係（管理） 

政策推進課企画調整係（バンク）  ○  ○   ○    

朝日町  
総務課防災係（管理） 

政策推進課定住・戦略推進係（バ

ンク）  
○  ○  ○  ○    

大江町  政策推進課政策推進係  ○  ○  ○     

北
村
山 

村山市  政策推進課政策企画係   ○      

東根市  生活環境課生活環境係（管理） 

総合政策課地域振興係（定住） 
 ○      

尾花沢市  総務課行政危機管理係（管理） 

企画課企画課地域支援係（バンク） ○  ○      

大石田町  町民税務課町民生活ｸﾞﾙｰﾌ（゚管理） 

総務企画課企画財政ｸﾞﾙｰﾌ（゚定住）  ○      

最
上 

新庄市  環境課地域防災室（管理） 

都市整備課建築住宅室（定住）   ○      

金山町  町民税務課くらし安全係（管理） 

総務課総合政策係（バンク）  ○  ○      

最上町  まちづくり推進室定住環境係  ○  ○   ○    
舟形町  まちづくり課企画調整班  ○  ○   ○    

真室川町  町民課環境担当（管理） 

企画課企画調整担当（バンク）  ○  ○      

大蔵村  総務課危機管理室  ○  ○      
鮭川村  住民税務課危機管理室   ○      

戸沢村  危機対策課情報交通係（管理） 

総務課総務係（バンク）  ○  ○      

置
賜 

米沢市  建築住宅課指導係   ○      
南陽市  危機管理課管理係   ○      
高畠町  生活環境課生活安全係   ○      

川西町  
住民生活課住民生活ｸﾞﾙｰﾌ（゚管理） 

まちづくり課地域づくり推進室

（バンク）  
○  ○   ○    

西
置
賜 

長井市  まち・すまい整備課 

景観・建築住宅係   ○      

小国町  町民税務課町民生活担当（管理） 

総務企画課政策企画係（定住）   ○      

白鷹町  企画室まちづくり推進係   ○      

飯豊町  住民税務課生活環境室（管理） 

総務企画課総合政策室（定住）  ○  ○   ○    

内庄 鶴岡市  環境課環境担当（管理） 

建築課住宅管理(バンク) ○  ○    ○   
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酒田市  まちづくり推進課地域づくり係  ○  ○      
三川町  企画調整課企画調整係   ○      

庄内町  建設課都市計画係（管理） 

情報発信課地域振興係（バンク）  ○  ○   ○    

遊佐町  総務課危機管理係（管理） 

企画課まちづくり支援係（バンク） ○  ○   ○    

※除却に関しては老朽空き家対策事業等の実施個所を示す。  
 
２）相談員の研修・育成 

①相談員マニュアルの作成 

昨年度作成した相談員マニュアル（案）と今年度の追加調査を基に、相談体制、相談対

応の流れや留意点、相談シートの作成方法、Ｑ＆Ａなど一部を修正し最終的なマニュアル

を作成した。  
また、マニュアルの作成にあたっては、専門団体との取次ぎルールを整理するとともに、

協議会の専門部会で確認を行った。  
図 1 空き家活用相談マニュアル（表紙） 

 
 
 
 
                      図 2 マニュアル（目次、相談窓口） 
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図 3 相談体制、相談受付シート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 相談対応フロー（Step１「相談開始時」） 
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 図 5 相談対応フロー（Step２「専門開始時」） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 6 相談対応フロー（Step３「アフターフォロー」） 
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②相談員（空き家窓口・行政の担当者等）向け研修会の開催 

相談窓口の開設前に、県内 4 ブロックに分けて相談員を対象とした研修会を実施した。 

研修会には取次ぎ先の専門団体や市町村担当者も参加し、相談の流れや役割分担等の共有

を図った。 

研修のテキストとして相談員マニュアルのほかにチラシや資料等を加えながら、複合的

な相談に対する対応フローなどを研修した。 

      主な意見（質問）としては、Q&A に記載されている内容やフロー、取次ぎルール等につ

いての質問が出され、「相談内容により有料となるのはどういう場合か」、「相続人がいない

場合や管理する人がいない場合申し立てを誰が行うのか」、「空き家総数のカウント方法に

ついて」、「個人情報の取扱いの承諾について」等の内容に事務局より回答を行った。 

 

ⅰ）相談員研修会 

【相談員研修会の構成】  
    説明 ・山形県の空き家の現状と課題について  
                  山形県県土整備部建築住宅課  
       ・相談受付（相談マニュアル）と取次ぎフローについて  
                  協議会事務局（山形県住宅供給公社）  
       ・空き家に関する酒田市と宅建業協会酒田の取り組みについて  
                  山形県宅地建物取引業協会  
    その他（質疑応答）  
 

【相談員研修会の開催実施】  
     １．置賜ブロック  平成 27 年 6 月 25 日（木）13:30～15:30 

               山形県置賜総合支庁 2Ｆ講堂   参加者 37 名 

     ２．村山ブロック  平成 27 年 7 月 2 日（木）13:30～15:30 

               山形県村山総合支庁 2Ｆ講堂   参加者 77 名 

     ３．最上ブロック  平成 27 年 7 月 3 日（金）13:30～15:30 

               山形県最上総合支庁 5Ｆ講堂   参加者 24 名 

     ４．庄内ブロック  平成 27 年 7 月 9 日（木）13:30～15:30 

               文化館なの花ホール        参加者 35 名 

     研修参加者 合計 173 名（内、宅建協会 57 名、全日協会 27 名、取次団体 27 名）  
 
  写真 1 相談員研修会 
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ⅱ）スキルアップ研修会 

平成 27 年 5 月 26 日の「特措法」全面施行に伴い、基本的指針やガイドラインにより

「特措法」に規定する空き家等の判断基準が示された。 

 

このため、先駆的に空き家対策に取り組んでいる秋田県大仙市の職員を講師に招いて、

相談窓口と市町村との情報共有や、解体事業者など専門団体との連携を図るため、解体

事例や適正管理等について工夫・体験などを交えて研修を行った。  
                          
 日時：平成 27 年 10 月 29 日（木）        写真 2 スキルアップ研修会 

    場所：山形県建設会館 大会議室 

 演題：大仙市空き家等の適正管理に関する取組み 

    講師：秋田県大仙市総務部総合防災課防災班 

    対象：専門団体（専門相談員等）、市町村 

    山形県、住宅供給公社 

参加者：85 名   

 

３）空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

①ホームページによる所有者等への情報提供 

昨年度の検討結果に基づいて、ウェブサイト「やまがた空き家利活用相談窓口」を平成

27 年 7 月 15 日に開設した。 ≪http://akiya.pref.yamagata.jp≫ 

 

図 7 「やまがた空き家利活用相談窓口」トップページ 

                           図 8 相談の手順  
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図 9 協議会について            図 10 相談窓口のご案内 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 空き家の情報             図 12 よくあるご質問 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11 
 



４）相談事業の実施 

①相談業務及び関係機関への取り次ぎ業務 

空き家等に関する苦情や各種支援制度等の相談については市町村が対応し、空き家の適

正管理や利活用等に関する相談は、不動産の相談実務の実績があり、市場や業界等の事情

に精通している不動産関係 2 団体（宅建業協会、全日協会）の本・支部併せた県内 16 箇所

の窓口において相談員計 88 名で相談対応している。 

   また、解体や相続関係、リフォームやインスペクションなどの相談については、各種対

応団体に取り次ぐ形で業務を進めている。 

   相談方法は主に電話か来訪で行われ、相談受付シートに相談内容を記録し、専門的な相

談があった場合は各専門団体に取り次ぎ、専門団体から直接、相談者に電話をかけて相談

が行われる。これは相談員が当番制で代わることもあり、早期の相談対応を重視したこと

による。 

 

表 4 相談窓口 

◆公益社団法人 山形県宅地建物取引業協会（12 箇所） 

名称  対応エリア  電話番号  
山形県協会  山形県全域  023-623-7502 
山形  山形市、上山市、山辺町、中山町  023-642-8133 
米沢  米沢市  0238-23-0001 
長井  長井市、小国町、白鷹町、飯豊町  0238-84-0421 
南陽  南陽市、高畠町、川西町  0238-40-3880 
寒河江  寒河江市、河北町、西川町、朝日町、大江町  0237-86-4341 
天童  天童市  023-652-9070 
東根  東根市  023-652-9070 
村山  村山市、尾花沢市、大石田町  023-652-9070 
新庄もがみ  新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、  

大蔵村、鮭川村、戸沢村  
0233-29-7333 

鶴岡  鶴岡市、三川町、庄内町  0235-24-8846 
酒田  酒田市、遊佐町  0234-26-4420 

 
◆公益社団法人 全日本不動産協会山形県本部（4 箇所） 

名称  対応エリア  電話番号  
山形県本部  山形県全域  023-642-6658 
村山相談所  山形市、天童市、東根市、村山市、尾花沢市、 

大石田町、上山市、山辺町、中山町、寒河江市、 

河北町、西川町、朝日町、大江町、新庄市、金山町、

最上町、舟形町、真室川町、白鷹町 

023-665-0100 

置賜相談所  米沢市、長井市、南陽市、小国町、高畠町、川西町  
飯豊町  

0238-24-4155 

庄内相談所  酒田市、遊佐町、鶴岡市、三川町、庄内町、新庄市  0234-24-0003 
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表 5 相談実績 

◆相談者及び相談内容別・相談方法別の相談件数 

集計開始時期：平成 27 年 7 月 28 日  

 相談方法  
電 話  メール  来 訪  相談会  その他  計  

空
き
家
所
有
者
本
人 

管 理  ６      ６  

売 買  ２４   １９  ２７   ７０  

賃 貸    １  ７   ８  

解 体  ３   ２  ３   ８  

上記以外  ６   ５  ７   １８  

複 合        

小 計  ３９   ２７  ４４   １１０  

所
有
者
本
人
以
外
※
１ 

管 理  １      １  

売 買  １１   ７  ３   ２１  

賃 貸  １      １  

解 体  ５      ５  

上記以外  ３      ３  

複 合        

小 計  ２１   ７  ３   ３１  

空
き
家
利
用
希
望
者 

管 理        

売 買  ２   ５    ７  

賃 貸  １１   ３  ４   １８  

解 体        

上記以外        

複 合        

小 計  １３   ８  ４   ２５  

合 
 

計 
管 理  ７      ７  

売 買  ３７   ３１  ３０   ９８  

賃 貸  １２   ４  １１   ２７  

解 体  ８   ２  ３   １３  

上記以外  ９   ５  ７   ２１  

複 合        

小 計  ７３   ４２  ５１   １６６  

 
表 6 相談者の所在地別の相談方法 

相談者の所在地 電 話 メール 来 訪 相談会 その他 計 

府県内在住者 ５１  ３６ ４８  １３５ 

府県外在住者 ２２  ６ ３  ３１ 
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表 7 相談者が相談窓口等を知った方法 

集計開始時期：平成 27 年 7 月 28 日 

 

相談者 

の内訳 

 
具体的な方法 

事業主

体等の

ホーム

ページ 

窓口周

知チラ

シ、パ

ンフレ

ット 

都道府

県・市

町村の

広報誌 

都道府

県・市

町村窓

口から

の紹介 

連携団

体から

の紹介 

開催し

た空き

家セミ

ナー、

勉強会

等 

新聞・

雑誌・

テレビ

等のメ

ディア

情報 

その

他※ 5 
合計 

相

談

窓

口 

都 道 府 県

内在住者 
５ １０ ３６ ４１ １  ２１ ５ １１９ 

都 道 府 県

外在住者 
５  １ ２１     ２７ 

計 １０ １０ ３７ ６２ １  ２１ ５ １４６ 

 
 
写真 3 相談窓口開設式（7 月 28 日）        写真 4  相談窓口の表示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  相談内容は、売買が 98 件（約 60％）と最も多く、次いで賃貸 27 件（16％）の順になっ  

ている。売買では所有者の相談が 93％、希望者の相談が 7％で売却の相談が殆どを占めてい

る。賃貸は相談件数が少なく、所有者の相談が 33％、希望者の相談が 67％となっている。 

  但し、これまで県外希望者からの相談がなく、周知方法など今後の課題と捉えている。 

  また、相談者の年齢を男女別で見た場合、男女共に 50 代・60 代の相談が多く、特に女性

では 30 代・40 代の方も見受けられた。なお、相談 166 件のうち専門相談機関に取り次いだ

専門相談は 104 件だった。 
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図 13 相談内訳別グラフ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  地域別の相談件数では、空き家相談窓口の先行している酒田地区（庄内地区）が最も多く、

次いで、県庁所在地の山形市を中心とする地域の順になっている。 

  基本的に相談件数は地域の人口に影響を受けるが、酒田地区が多いことに関しては平成 25

年に「酒田市空き家等ネットワーク協議会」が設立され、住民への周知が既に先行している

ことが要因と考えられる。 
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②出張相談会の実施 

市町村が空き家問題に関して広報等で募った相談会へ、協議会より相談員を派遣するこ

とについて文書照会や研修会などで要請を行なった。１自治体と実施に向けた打合せをお

こなったが今年度開催には至らず、来年度開催に向けて準備を進めることとした。  
 

③相談内容のデータベース化と相談対応の検証 

協議会事務局は毎週、県内 16 箇所の相談窓口より両協会本部を通して報告される相談

受付シートを集計しデータを管理している。 

集計は相談件数（県内・県外別）や相談内容、相談方法、所有者・希望者などを取りま

とめ管理を行なうとともに、協議会構成メンバー及び市町村へ報告する。 

   また、相談の取り次ぎ状況や結果など進捗状況を把握するため、相談受付シートを経過

報告等にも兼用できるように様式の一部を修正した。 

 

   相談対応の検証に関しては、主に相談の取り次ぎが行われた方を対象にアンケート調査

（12 月）を実施し、協議会の専門部会において報告を行った。 

調査結果から、窓口の印象としては概ね丁寧に対応している状況にはあるが、一部に消

極的な意見も見受けられた。また、達成度については殆ど達成しなかったとの回答が 5 割

強あった。このことは相談内容の解決に時間を要することや、相談窓口での即時解決に期

待感が高いことなどが考えられる。今後これらの課題について改善を重ねながら相談窓口

の充実を図っていく。 

   また、県内市町村を対象にアンケートを実施し、相談窓口設置の効果について調査した

ところ、「おおいに役立っている」20％、「役に立っている」63％と約 8 割以上の市町村が

空き家利活用相談窓口開設を評価していることが分かった。 

   その理由としては、専門的な相談に苦慮していたことの解消や、相談内容の棲み分けな

どが可能になったことが考えられる。 

 

 
図 14 相談者へのアンケート結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

丁寧

23%

少し丁寧

23%
普通

39%

少しぞ

んざい

15%

相談員の対応

達成した

8%
おおよそ達成

した

15%

まだ達成してな

いがこれから具

体の相談となる

23%

ほとんど達成

しなかった

23%

まったく

達成しな

かった

31%

相談目的の達成度
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図 15 市町村へのアンケート結果 

 
  [質問 ] 

空き家活用相談窓口が  
   市町村にとって役に立って  
   いますか。  
 
 
 
 
 

 

④窓口の周知 

相談窓口一覧や相談内容、お知らせ等を載せた周知チラシを作成し、県内 16 箇所の相談

窓口や市町村（公民館等含み）、県総合支庁等に配布した。 

特に先進市のチラシを参考に、相談の際に持参していただきたい資料のお願いや特措法

の施行に関する事項、空き家関連の各ホームページの照会など掲載した。 

また、市町村の納税通知書に同封を依頼するとともに、県・市町村の広報やホームペー

ジなど利用し周知を図った。なお、今年は 19 の市町で納税通知を活用した窓口の周知を予

定している。 

 

図 16 周知チラシ 

   表紙（左） 裏面（右） 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3% 

20% 11% 

3% 

63% 
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① おおいに役

に立ってい…

② 役に立ってい

る。

③ あまり役に

立っていない。

④ まったく役

に立ってい…
⑤ 無回答



   相談者が相談窓口を知った方法について調べた結果（相談件数 166 件のうち 146 件把

握）、市町村窓口からの紹介が最も多く（40％）、次いで広報誌によって情報を得た割合

（25％）が多かった。  
 
  図 17 相談窓口情報源 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

５）効果促進事業 

①相談を通じた活用促進等の解決策の検討 

相談窓口の継続的な活用を促進するため、地域における空き家利活用方法や流通促進策

など、空き家対策に有効な施策についての検討会（懇談会と二部構成）を設置し、行政や

民間を交えて活用施策や方向性などの検討を行い、利活用促進に向けた取り組みを行った。 
  

第 1 回検討会 平成 27 年 9 月 14 日（月） 懇談会 9／1、10／9 

≪内容≫・空き家の現状と対策、空き家の活用事例 

・空き家利活用に向けた取組み 

    第 2 回検討会 平成 27 年 10 月 28 日（水）懇談会 11／13 

≪内容≫・民間事業者による空き家利活用事業 

・行政と民間事業者による空き家利活用事業 

第 3 回検討会 平成 28 年 2 月 17 日（水） 懇談会 2／18 

≪内容≫・空き家利活用相談の状況報告 

・総合的な空き家対策モデル事業 

    
 ≪主な意見≫  

    ・相談者は窓口で相談すれば、すぐに解決できるものと思っている。  
    ・相談では圧倒的に売買・解体などすぐに処分したい人が多く、空き家を賃貸  
     に回したい人は少ない。  
    ・市町村の納税通知書に相談窓口のお知らせを入れることで周知の効果が期待  

できる。  

HP
7% チラシ

7%
新聞

7%

広報誌

25%

情報誌

1%

TV
6%県

3%

市町村

40%

公社

1%

その他

3%

相談者が相談窓口を知った方法
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・インスペクションについては実施した人が少なく認知度も低い。  

    ・今後、空き家解体ローンのマーケットは増えていくと考えられる。  
     解体後の跡地をどうやっていくかが重要。特に市街地で一旦駐車場になると  

都市の再生は止まってしまう。  
    ・県外在住の空き家所有者は約 8 割が売却希望であり、資産として保有する人  

は少ない。  
    ・空き家の利活用を検討する場合、一戸建てかアパートかによって大きく異なる。  

共同住宅は空室率などの想定によりリスク低減が可能だが、一戸建ての賃貸  
は空室リスクが高くなる。また融資の観点からも難しい。  

    ・一戸建ての場合は一定のエリアで複数棟まとめて扱うことができれば、リスク  
     分散も可能と思われる。  
 
   空き家活用施策（案）について 

   ・空き家所有者から安価に住宅を借り上げ、子育て世帯向け賃貸住宅等へ転用 

する。（事業主体：民間事業者） 

   ・空き家所有者がリノベーションの提案を受け、子育て世帯向け賃貸住宅等へ 

転用する。（事業主体：民間事業者） 

   ・市町村が空き家所有者から寄附を受けて空き家を解体し、跡地を住宅分譲や 

    不足している公共空間に利活用する。（事業主体：市町村、公社） 

   ・空き家を住宅供給公社が買い取ってリフォームし、移住世帯・子育て世帯向 

けに販売する。（事業主体：公社） 

    

上記の利活用スキームを実施するにあたり、平成 28 年度に可能性調査（所有者・ 

利用希望者・事業者の意向調査）を行い、総合的な空き家対策モデル事業として 

マニュアル等にも反映していく予定。    

 
３.事後評価 

（１）相談窓口を開設し空き家に関する相談業務を実施したことにより、当初目標 130 件に対

して約半年間で 166 件の相談が寄せられた。また、空き家の所有者や希望者に対して多くの情

報を提供することができ空き家利活用の促進が図られた。 

 

（２）相談の約 4 割強が市町村からの取り次ぎだったことからも分かるとおり、窓口の相談員

のほか、県内市町村・県総合支庁の担当者を対象とした相談員研修会の開催や、県内市町村及

び関係機関で構成する「山形県空き家対策連絡調整会議」との連携により官民協働の相談体制

が構築され、空き家発生の抑制に向け相談者に対し迅速に対応することができた。 

 

（３）ホームページの開設により空き家関連情報を多くの方に提供（アクセス数 3,199 件）で

きた。また、市町村広報誌への掲載や、周知パンフレットを市町村や取次ぎ団体・県総合支庁

の窓口等に配布することにより相談窓口の周知・空き家問題に関する意識啓発が図られた。 
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（４）各事業を実施する際は担当レベルによる協議会の専門部会を開催し（平成 27 年度は専

門部会を 5 回開催）、内容の検討や経過状況を確認・共有しながら事業を進めることができた。  
 
４.今後の課題 

（１）県内 16 箇所に設置した相談窓口を県民により信頼される相談機関となるよう充実させ

ることが重要である。特に相談員が 88 名の体制であり、各々の対応レベルに差が生じるため、

相談対応の統一や実務能力の向上に向けた相談員の育成が更に必要である。 

 

（２）取り次ぎ後の相談案件については継続的に追跡調査を実施し、その後の進行状況を把握

することが必要である。 

 

（３）市場性が乏しい空き家が多く占めるため、サイト等による物件情報の提供方法等につい

て利活用促進に向けた再精査が必要である。 

 

（４）相談窓口の体制を今後も継続するため、本協議会の費用分担や事務局機能の維持が不可

欠であり、事業調整等総合的な判断が求められる。 

 

（５）県内向けの周知だけではなく県外の移住希望者などを対象に、アンテナショップの活用

や東京事務所・県人会等の協力などを得ながら広く周知を図る必要がある。  

 

（６）相談窓口の情報源として市町村が大きな役割を果たしており、今後も空き家利活用の啓

発や出張相談会の開催等連携を図っていくことが重要である。 

 
５今後の展開 

上記の課題解決に向けた取り組みをより一層推進するとともに、窓口利用者の相談解決が早

期に図られるような創意工夫と体制の充実を図っていく。 

 特に、アンケート調査においても相談員の育成が望まれていることから、研修手法について

も、相談員と相談者に分かれて相談対応をシュミレーションするグループ方式など、より効果

的・実践的な手法を検討していきたい。 

 また、相談の進捗状況を管理するため、両協会と連携して、取り次がれた相談の契約状況や

終了結果などについてきめ細かくフォローアップを図っていく。 

 さらに、相談窓口の広域的な周知、物件情報の共有と市町村との連携強化など重点的に展開

していく。 

 
■事業主体概要・担当者名 

設立時期 平成２６年１１月６日 

代表者名 会長 草苅 信博 

連絡先担当者名 志田 孝仁 

連絡先 
住所 〒990-0041 山形市緑町１－９－３０（山形県住宅供給公社） 

電話 023-631-2240 

ホームページ http://akiya.pref.yamagata.jp/ 
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